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地震に強い港湾のあり方（答申）の進め方

　５月 諮問
現状と課題

　７月　 素案審議
地震に強い港湾のあり方（素案）
１．大規模地震発生時に求められる港湾機能と現状の課題
２．港湾における大規模地震対策の展開
３．港湾における大規模地震対策の着実な推進

１１月 答申
地震に強い港湾のあり方
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１．港湾における大規模地震対策の課題
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整備率（％）＝（完了＋整備中）／計画バース
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海上輸送依存港湾（離島港湾等）

１－１①　緊急物資輸送への対応（ｹﾞｰﾄｳｪｲ機能）
(1) 地震切迫地域における耐震強化岸壁の整備状況
大規模地震の発生が切迫している地域においても、緊急物資輸送に対応し
た耐震強化岸壁が必要計画数に達していない。また、各切迫地域別にみる
と、地域によって大きな差が見られる。

資料：港湾局調べ（H16.3）

　耐震強化岸壁の未整備港湾

　大規模地震の切迫性の高い地域

　耐震強化岸壁の整備済・整備中港湾

　※耐震強化岸壁の計画がある重要港湾以上のみ表記

　耐震強化岸壁の未整備港湾

　大規模地震の切迫性の高い地域

　耐震強化岸壁の整備済・整備中港湾

　※耐震強化岸壁の計画がある重要港湾以上のみ表記

●
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各地震切迫地域における耐震強化岸壁整備状況
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整備済みの耐震強化岸壁に接続する臨港道路において、橋梁の耐震強化
が行われているのは約７割となっており、緊急物資の輸送に支障をきたす
可能性がある。

臨港道路(橋梁部)
の耐震強化

臨港道路(平面部)の被災状況

橋梁の被災状況

※耐震強化は整備中を含む
資料：港湾局調べ（Ｈ16．3）

復旧期間
平面部　数日
橋梁部　約半年～約２年

地震発生翌日より
緊急物資を輸送

道路
橋梁部被災
道路平面部被災
耐震強化岸壁

緊急物資

橋梁の被災により西部への
緊急物資の輸送に支障

(2) 臨港道路の耐震強化の状況

尼崎西宮芦屋港からの緊急物資輸送

28%

72%

橋梁・高架を
有する耐震強化岸壁
全39施設

耐震強化
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(3) 地域防災計画への位置付け

耐震強化岸壁の地域防災計画への位置付け

※耐震強化岸壁の整備された港湾を
有する都道府県を対象

資料：港湾局調べ（Ｈ16．7）

都道府県が策定する地域防災計画への緊急物資輸送ルートとしての耐震
強化岸壁の位置付けについては、耐震強化岸壁が整備された港湾を有す
る都道府県の約８割となっており、海上からの円滑な緊急物資輸送が十分
に行われない可能性がある。

地域防災計画における緊急物資輸送ルート（千葉）

あり
21都道府県
（75％）

なし
7都道府県
（25％）木更津港 緊急物資

緊急物資

●　耐震強化岸壁
－　緊急輸送路

緊急物資
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(4) 災害時における運用
平常時においては、耐震強化岸壁は荷役などに通常の物流岸壁として利
用されるが、地震発生時に緊急物資輸送ルート上の障害物の撤去に関す
る規定がない場合などがあり、緊急物資の輸送に支障をきたす可能性があ
る。

地域防災計画における
障害物除去の取り決め

混乱の発生・機能不全

災害時における港湾管理

者と利用者間の具体的な

取り決めがない。

平常時の利用
・貨物の荷役、荷捌き
・緑地

災害時の利用
・緊急物資の荷役、荷捌き

貨物等の障害物の撤去に

関する取り決めがない。

緑地

貨物

※耐震強化岸壁の整備された港湾を
有する都道府県を対象

あり
11都道府県
（39％）なし

17都道府県
（61％）

資料：港湾局調べ（Ｈ16．7）
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１－１②　国際海上コンテナ輸送への対応(ｹﾞｰﾄｳｪｲ機能)
(1) 耐震強化岸壁の整備状況
国際海上コンテナターミナルの耐震強化岸壁の配置計画は平成７年の物流
状況から定めたものであるが、コンテナ輸送の重要性の高まり、船舶の大
型化など、近年、コンテナ輸送を取り巻く状況が大きく変化している。

※％は中枢国際港湾の国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ
における水深14m以上の岸壁に占める耐震
強化岸壁の整備率
※港名の下の数字は完了バース数
　（　）内は整備中バース数

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

TEU/隻

以降

世界の建造船の平均積載能力

進む船舶の大型化

資料：港湾局調べ（Ｈ16．4）

国際海上コンテナターミナルに
　　おける耐震強化岸壁の整備状況

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H5 H10 H15

（千トン/月）

輸出
輸入

我が国のコンテナ取扱貨物量の推移

資料：全国輸出入コンテナ流動調査(港湾局)

資料：World Shipyard Monitor

大阪湾
23%

東京湾
29%

伊勢湾
25%

●

南関東地震
対策強化地域

東南
海・南
海地
震推
進地
域

東海地震対策強化地域 仙台塩釜港
1(0)

東京港
3(0)

横浜港
2(0)

清水港
1(0)

名古屋港
1(1)大阪港

1(0)

堺泉北港
0(1)

神戸港
5(0)

那覇港
0(1)

北部九州
0%

苫小牧港
0(0)

新潟港
0(0)

常陸那珂港
0(0)

川崎港
0(0)

四日市港
0(0)

広島港
0(0)

下関港
0(0)

北九州港
0(0)

博多港
0(0)

志布志港
0(0)
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(2) コンテナクレーン等の耐震強化の状況
耐震強化岸壁が整備されたターミナルにおいては、被災した場合に復旧に
時間を要するコンテナクレーンについては、大規模地震発生時においても、
その機能を維持する耐震強化（免震化）率が約３割となっており、発災後の
円滑なコンテナ輸送に支障をきたす可能性がある。

コンテナターミナルの液状化被害

コンテナクレーンの倒壊 ｺﾝﾃﾅｸﾚｰﾝの耐震強化(免震化) 臨港道路（橋梁）の耐震強化

資料：港湾局調べ（H16.3現在）

コンテナ関連施設の暫定復旧期間

施設 岸壁
コンテナ
クレーン

コンテナ
ヤード

臨港道路
（平面）

臨港道路
（橋梁）

復旧期間 約半年 ３ヶ月～半年 ３日間程度 数日程度 半年～２年

※１　阪神・淡路の事例　　　※２　ヒアリング結果

※１ ※１※１※１ ※２

阪神・淡路大震災における海上輸送利用する企業の休業期間

休業期間 １週間未満 １～２週間
２週間～
１ヶ月

休業割合 約６割 約２割 約１割

※企業70社へのアンケート結果
資料：関西交通経済研究センター（H7）

75%

25%
耐震強化岸壁上
コンテナクレーン
全36基

耐震強化
（免震化）

30%

70%

国際海上
コンテナターミナル
に接続する橋梁
全２１施設

耐震強化

※耐震強化岸壁上のコンテナクレーンについては、ほぼ耐震強
化されており、クレーンの倒壊などを防ぐことが可能であるが、
レールからの脱輪の恐れがあるので、免震化の必要がある。
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１－２　被災地域の物流・人流の代替拠点（ﾘﾀﾞﾝﾀﾞﾝｼｰ機能）
代替港を利用する場合の港湾間の連携が確保されておらず、また、港湾利
用者などへの迅速な港湾施設の被害状況の提供が十分に行われる体制と
なっていないことから、円滑な輸送のシフトに支障をきたす場合がある。

阪神・淡路大震災前後の海上輸送ルートの変化（自動車メーカーの例）

神戸港

80%

門司港

大阪港

50%

博多港

釜山港

20％

10％

大阪港

広島県
自動車メーカー

広島県
自動車メーカー

広島港 広島港

20％
20％

内航

外航

震災前 震災後

北米等へ輸出 北米等へ輸出

貨物が集中したた
め、港湾内外にお
いて混雑が発生し
た結果、輸送時間
が増加。港湾利用者などへの迅速な港湾施設の被害状況の提供が十分

に行われる体制が整っていない。
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84%

16%

87港湾管理者

広場を
確保

未確保

１－３　災害復旧の支援拠点(臨海部防災拠点機能)
(1)臨海部防災拠点の整備状況
背後圏の人口が10万人を超える港湾において、臨海部防災拠点の必要性
は高いものの、防災拠点に資する広場を有するのは約２割に留まっている。

臨海部防災拠点のイメージ図

臨海部防災拠点の必要性

防災拠点に資する広場の確保状況

資料：港湾局調べ（Ｈ13）
港湾管理者へのアンケート結果

耐震強化岸壁の整備・
計画があり、背後圏人
口が10万人を超える
港湾を有する港湾

地域防災計画への
位置付け２割

資料：港湾局調べ（Ｈ13）
港湾管理者へのアンケート結果

8%

92%

87港湾管理者

必要あり

必要
なし
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(2)瓦礫処分に関する事前の調整
港湾空間において大規模地震により発生した瓦礫を処分する場合、各種の
調整が必要であり、円滑な処理に支障をきたす可能性がある。

阪神・淡路大震災における瓦礫の海上輸送事例

積出基地

処分場所

他港で処分

瓦礫等の仮置・

処分場として、

港内埋立予定地が

活用された。

（３７２万トン処理）

国（関係省庁）

都道府県

市町村

事業者

　　＜瓦礫処分に関する調整事項＞

　　　　・　処理方針、処分量

　　　　・　搬送ルート、積出施設

　　　　・　最終処分場
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２．港湾における大規模地震対策の展開
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２－１　ゲートウェイ機能の強化
（１）被災地域への緊急物資などの円滑な輸送の確保

施設被害
情報の発信

ハード対策 ソフト対策

緊急輸送道路

臨港道路

耐震強化岸壁

地域防災計画
との調整

発災後の利用に
関する港湾利用
者等との調整

オープン
スペースの確保

臨港道路(橋梁部)
の耐震強化

民間港湾施設の
耐震強化

地震の切迫性や人口
の集積等を考慮した
配置計画による耐震
強化岸壁の整備

緊急物資、避難者等の海上輸送と被災した陸上交通を代替する旅客輸送
の拠点としてのゲートウェイ機能を強化する。
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（２）基幹的な国際海上コンテナ輸送の確保

発災後の運用
体制の構築

ハード対策 ソフト対策

臨港道路

耐震強化岸壁

臨港道路(橋梁部)
の耐震強化

コンテナクレーンの
耐震強化

地震の切迫性や基幹的なコンテナ
輸送の動向を考慮した配置計画に
よる耐震強化岸壁の整備

発災後の基幹的な国際コンテナ輸送を確保するゲートウェイ機能を強化す
る。
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２－２　リダンダンシー機能の強化

ハード対策 ソフト対策

Ｃ港

Ｂ港

Ａ港

代替輸送への
円滑なシフト

施設被害
情報の発信

港湾間の連携

海上輸送による被災地域を迂回した地域間の貨物や旅客輸送、他港によ
る代替輸送への円滑なシフトを確保するリダンダンシー機能を強化する。



17

２－３　臨海部防災拠点能の強化
(1)臨海部防災拠点

ハード対策 ソフト対策

耐震強化岸壁

地域防災計画
との整合性

関係行政機関
との連携

オープンスペースの確保
緊急物資の保管等

避難などに資する広場、緊急物資の保管施設などを備えた防災拠点機能
を強化する。

瓦礫受け入れに関する
事前の調整
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首都圏などの大都市圏における広域あるいは甚大な被害に対して的確な
応急復旧活動を展開するための基幹的広域防災拠点の整備を推進する。

●救援物資の積出し（河川舟運）

耐震バース

耐震バース

（東扇島地区）（東扇島地区）（東扇島地区）（東扇島地区）

物流

川崎港東扇島地区の整備イメージ

●救援物資の積出し（河川舟運）

基幹的広域防災拠点
　（有明の丘地区）
　　　　　　　　　　　　　
首都圏広域防災拠点
のヘッドクォ－タ－

　　基幹的広域防災拠点
　　　　（東扇島地区）

国内外からの救援物資等の
物流コントロールセンター

基幹的広域防災拠点整備の機能分担

●物流コントロールセンター ○自然とのふれあいゾーン
●広域支援部隊等の一時集結地・ベースキャンプ

○内貿バース
●救援物資の積卸し

○人とのふれあいゾーン
●ヘリポート等

○：平常時
●：災害時

○多目的なレクリェーションゾーン
●救援物資の仕分け・内陸への積出し

○外貿バース
●救援物資の積卸し

東京港

川崎港

(2)基幹的広域防災拠点
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（１）関係者が連携した総合的な取り組み

（２）防災の観点からの港湾行政の確立

（３）コスト縮減などを図る技術開発の推進

・港湾の開発、利用や保全とともに、防災の観点からも港湾間の連携を推進。
・港湾における大規模地震対策について港湾利用者等への情報提供。
・国、港湾管理者、地元市町村、民間企業などにより構成される協議会などにより、
災害時の対応策の検討。

・地震の切迫性や大規模地震対策による効果など、防災の観点で積極的に評価す
る事業評価方法の確立。

・耐震強化岸壁の整備コストは通常岸壁の１．４倍程度であることから、新規の耐震
強化施設整備とともに既存ストックの耐震強化に係るコスト縮減を図る技術開発。

３．港湾における大規模地震対策の着実な推進
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（４）港湾施設の早期復旧体制の確立
・緊急点検、復旧の優先順位、さらには、国と港湾管理者の協力・連携の方法など
について検討。

（６）耐震強化施設の再点検

・耐震強化施設については、平成１１年度よりレベル２地震動を考慮した港湾の技
術上の基準が見直されていることから、これ以前に設計された耐震強化施設につ
いては耐震性能の再点検を行い、必要に応じて改良。
・震源特性や周期・継続期間などを考慮した地震動についての研究が進展しており、
また、ライフサイクルコストを考慮した設計手法の導入が求められていることから、
これらの新たな知見に基づき、耐震強化施設に係る設計手法を検討。

（５）港湾における大規模地震対策の評価
・港湾における大規模地震対策を推進するため、その進捗状況や内容などの評価
を行い、必要に応じて計画の見直し。


